
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円）

投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

② 経年比較分析（対前年度実質増減の算出） （単位：億円）

③ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（株）日本政策投資銀行
https://www.dbj.jp/

出資と融資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法を用いた業務を営むことにより日本政策投資銀行の長期の事業資金に係る投融資
機能の根幹を維持し、もって長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑化及び金融機能の高度化に寄与すること。

・６年度分析で想定していた政府保証債（40年）の発行実績
がなかったことによるもの。

区分 ６年度 ７年度 増減 主な増減要因

2.国の収入（国庫納付等）　※ △16,129      △19,022      △2,892        
・前提金利の上昇による余資運用益の増加による国庫納付の増（△
2,892）

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 △10,975      △9,613        +1,362         

分析期間（年） 40年             38年             △2年           

3.出資金等の機会費用分 5,154           9,409           +4,255         ・前提金利の上昇による出資金の機会費用の増加（＋2,046）

1.国の支出（補助金等） 0                 0                 △0              

 (A) 7年度政策コスト 【再掲】 △9,613         (A) 7年度政策コスト 【再掲】 △9,613        

① 分析期首までに投入された出資
　金等の機会費用分

8,718           ①繰上償還 92               

剰余金等の機会費用 691              

出資金等の機会費用 -                 

国の支出（補助金等） 0                 ③その他（利ざや等） △12,031      

② 分析期間中に新たに見込まれる
　政策コスト

△18,330      ②貸倒 2,326           

国の収入（国庫納付等）　※ △19,022      

実質増減 主な増減要因

△2,747        
・５年度実績確定及び６年度見込改定等によるコスト減（△1,807）
・回収短縮によるコスト減（△491）

 (A) 7年度政策
　　コスト 【再掲】

前提金利+1%
ケース

増減額 増減理由

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

△9,613               △6,074               +3,539                
・余資運用益の増加による国庫納付の増
・前提金利の変化による機会費用の増

 (A) 7年度政策
　　コスト 【再掲】

貸倒償却額+1%
ケース

増減額 増減理由

△9,613               △9,600               +13                     ・貸倒償却の増加に伴う国庫納付の減と機会費用の増



３．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

４．事業スキーム（図示）

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

（実績） （見込み）

8～6年　　度 2 3 4 5

［試算の概要］
①すべての投融資事業を試算の対象としている。
②既存の資産残高（令和6年度末時点）に加え、令和7年度投融資計画（2兆5,100億円）に基づき投融資を実行した場合について
　試算してい る。
③分析期間は、財投資金返済完了までの38年間となっている。
④資本金及び準備金については、平成27年5月の株式会社日本政策投資銀行法一部改正等により、政府保有株式の時期が明示
　されなくなった （「平成27年4月1日から起算しておおむね5年後から7年後を目処として」→「できる限り早期に」に改められた）ため、
　分析最終年度に政府保有株式の全額を処分することと仮定している。
⑤国庫納付の金額及び法定準備金の積立額については、税引前利益から法人税相当額を国に納付することと仮定している。
　また、配当金については、分析最終年度までの間、税引後利益の25％を国に納付することと仮定している。
⑥平成20年10月の民営化により企業会計基準での決算となったことを受け、従前の特殊法人会計での試算との連続性の可及的
　維持のため、引当金残高を資本の部へ戻入する等の調整を行っている。
［将来の事業見通しの考え方］
①繰上償還率は、過去の実績を用いて推計している。また繰上償還補償金収入は、業況が極度に悪化している先を除いて全額
　徴求する前提で試算している。
②貸付金償却は、資産査定による分類をベースに、正常債権については本行の過去のデフォルトデータを用いて計算し、要管理先
　以下の債権については担保等も含め個別に回収可能性を判断している。銀行法に基づく令和5年3月末のリスク管理債権残高は
　1,433億円（単体）である。また、貸倒引当金は令和6年3月末時点で1,105億円（単体、企業会計基準）である。

貸倒償却率 0.01% 0.00% 0.12% 0.12% 0.11% 0.10%

8年度以降累計：6.45%

8年度以降累計：0.66%

7
繰上償還率 2.86%

（決定） （試算前提）

①投融資額実績（統合報告書より）：
    　　　　　　　　　　　　  融資額 　　　　  投資額
　・令和2年3月期　  3兆4,015億円　　 5,503億円
　・令和3年3月期　  5兆4,842億円　　 3,025億円
　・令和4年3月期　  2兆9,946億円　　 2,279億円
　・令和5年3月期 　 3兆8,303億円　　 1,915億円
　・令和6年3月期 　 3兆4,550億円　　 3,649億円

②平成20年10月まで（旧日本政策投資銀行）は、以下の点に重点をおいて長期・固定の融資等を実施。
　・ 地域再生支援   中心市街地活性化等地域の街づくりの推進、地域の社会資本整備の促進、産業立地の促進、地域における雇
　　用の創出につながる事業の推進等
　・ 環境対策・生活基盤　 循環型社会形成推進、環境配慮型企業活動支援、 防災対策、人にやさしい建築物整備等の福祉・高齢
　　化対策、交通・物流・情報通信ネットワークの整備等
　・ 技術・経済活力創造　  規制緩和分野の投資促進、企業の事業再構築・事業再生支援、輸入・対内投資促進、新技術開発、
　　ベンチャー・産学連携支援等

③平成20年10月以降は、以下の点に重点をおき業務を遂行。
　・ 完全民営化の実現に向けて、日本政策投資銀行が培ってきた顧客基盤を維持・深耕し、得意とする分野を重点的に取り組み、収
　  益力とともに企業価値の向上を図るとともに、危機対応業務等にかかる指定金融機関として、これまで政策金融機関として培って
　　きた経営資源等を有効活用し、業務を適切に遂行する。
　・ これまで政策金融機関として培ってきた中立性、信頼性、公平性等を活かし、事業活動や地域経済において高度化・多様化する
　　金融サービスへのニーズに幅広く応えられる民間金融機関となることを念頭に、現在までに培われた審査や産業調査のノウハウを
　　活用し、創造的金融活動による課題解決で顧客の信頼を築き、豊かな未来を、ともに実現していくことを目指す。

3.44% 1.72% 2.29% 0.34% 0.34%



【政策コストの推移】

（単位：億円）

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

△2,712 △3,421 △3,785 △5,394 △9,712 △12,336 △14,065 △13,058 △10,975 △9,613

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△5,062 △3,760 △4,208 △6,923 △6,978 △9,436 △12,041 △16,185 △16,129 △19,022

2,349 339 423 1,529 △2,734 △2,900 △2,024 3,127 5,154 9,409

貸倒償
却率
+1%
ケース

出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】
・平成27年の株式会社日本政策投資銀行法改正を踏まえ、政府保有株式の処分時期を「完全民営化予定時点」から「事

業完了時点」に再び変更したため、平成27年度において出資金の機会費用が増加している。

・平成29年度以降は、マイナス金利の影響により、出資金の機会費用が大幅に減少している。

・令和元年度は、財投資金返済期間長期化に伴う分析期間長期化により、各コストの絶対値が大きくなっている。

・令和2年度は、前提金利低下に伴う割引率上昇等により、出資金の機会費用が大幅に減少している。

・令和3年度は、特定投資業務に係る前提条件（収益率）の見直し等により、国の収入が増加（政策コストは減少）している。

・令和4年度は、前提金利の変更等に伴い、国の収入が増加（政策コストは減少）している。

・令和5年度は、前提金利変更に伴う割引率低下等により、出資金の機会費用が大幅に増加している。

・令和6年度は、分析期首の準備金増等により、出資金の機会費用が増加している。

・令和7年度は、前提金利変更に伴う割引率低下等により、出資金の機会費用が増加している。

【政策コスト分析結果（令和7年度）に対する財投機関の自己評価】
・分析期間が長期にわたるため、政策コストの金額が前提金利変動の影響を受けやすくなっているが、実態としては継続的

に割引率を超過する収益確保を見込んでおり、政策コストは安定的に負の値となっている。

・感応度分析の結果、前提金利+1%ケース、貸倒償却額+1%ケースにおける政策コストはそれぞれ3,539億円、13億円増加

するが、政策コストはなお負の値となっている。分析期間が長期に亘るため累積の影響額が大きくなるものの、各年度毎の

影響は軽微であり、現実の財務への影響は特段問題ないと考える。
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（単位：億円）

≪（株）日本政策投資銀行≫ 出資⾦等の機会費⽤
国の収⼊（国庫納付等）
国の⽀出（補助⾦等）
政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表
科目 5年度末実績 6年度末見込 7年度末計画 科目 5年度末実績 6年度末見込 7年度末計画

（資産の部）  （負債及び純資産の部）
現金及び預金 1,772,419 1,602,765 1,148,941 債券 3,161,915 3,236,650 3,183,971
有価証券 3,299,331 3,689,331 4,029,331 借用金 9,627,659 9,942,102 9,866,796
貸出金 14,922,265 15,117,479 15,229,109 社債 3,557,726 3,556,743 3,564,194
その他の資産 1,359,321 1,359,321 1,359,321 その他の負債 996,883 996,883 996,883

（負債合計） 17,344,183 17,732,378 17,611,843
資本金 1,000,424 1,000,424 1,000,424
危機対応準備金 206,529 206,529 206,529
特定投資準備金 1,577,805 1,602,097 1,722,097
特定投資剰余金 55,302 66,471 66,471
資本剰余金 294,064 264,418 199,418
利益剰余金 830,470 852,022 915,363
評価・換算差額等 44,557 44,557 44,557

（純資産合計） 4,009,152 4,036,518 4,154,859
資産合計 21,353,336 21,768,896 21,766,702 負債・純資産合計 21,353,336 21,768,896 21,766,702

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書
科目 5年度実績 6年度見込 7年度計画

経常収益 374,024 295,200 331,000
　資金運用収益 220,141
　役務取引等収益 13,893  
　その他業務収益 6,201
　その他経常収益 133,790
経常費用 233,477 212,700 213,400
　資金調達費用 119,274
　役務取引等費用 2,787
　その他業務費用 7,933
　その他経常費用 42,734
　営業経費 60,749  
経常利益 140,547 82,500 117,600
特別利益 2,242 - -
特別損失 593 - -  
税引前当期純利益 142,196 82,500 117,600  
法人税、住民税及び事業税 38,469 28,400 41,300
法人税等調整額 6,601 - -  
当期純利益 97,125 54,100 76,300
（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。  

(単位：百万円)

(単位：百万円)

295,200 331,000

212,700 213,400


